








く要約)

  21 世紀の日本が直面する少子高齢社会は、総人口、生産年齢人口ともに減少し、現在

の社会資本の維持さえ難しい状況が予想される。早急な少子化対策が望まれるが、少子化

の最大原因となっている、 未婚率の上昇をくい止める方策には、 決め手を欠いている現

状である。他の先進諸国との比較を行う中で、少子化対策に有効と思われる税制改正や制

度改善などを検討し、新たなナショナルミニマムを作り上げることが重要である。 そし

てそれと同時に、第2次世界大戦後日本人が喪失してしまった誇りや自尊心を取り戻し、

家族の価値の再確認を行う作業なども必要とされる。 それら全てを試みてもなお出生率

の回復が望めない場合には、 移民を受け入れることも考えなければならない時期が来る

であろう。


